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一　試験研究を行った場合の所得税額の特別控除制度の改正

１　改正前の制度の概要

この制度は、次の措置で構成されています。

⑴　試験研究費の総額に係る特別税額控除制度

この制度は、青色申告書を提出する個人のそ
の年分（事業を廃止した日の属する年分を除き
ます。）において、その事業所得の金額の計算

上必要経費に算入される試験研究費の額がある
場合には、その年分の試験研究費の額の10％（試
験研究費割合が10％未満であるときは、その試
験研究費割合に0.2を乗じて計算した割合に８
％を加算した割合。以下「試験研究費の総額に
係る税額控除割合」といいます。）に相当する
金額（以下「税額控除限度額」といいます。）
をその年分の総所得金額に係る所得税額から控
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除（税額控除）することができるというもので
す（措法10①③）。
この場合の税額控除限度額は、その年分の事
業所得に係る所得税額の20％相当額（平成22年
及び平成23年の各年分において適用を受ける場
合には、30％相当額）が限度となります。その
結果、控除できなかった金額は、繰越税額控除
限度超過額として１年間の繰越しが認められて
います（措法10①後段、③、10の２①）。この繰
越税額控除制度については、⑶をご参照ください。

⑵　特別試験研究費の額に係る特別税額控除制度

この制度は、⑴の試験研究費の総額に係る特
別税額控除制度の特例として、青色申告書を提
出する個人のその年分（事業を廃止した日の属
する年分を除きます。）において、その事業所
得の金額の計算上必要経費に算入される特別試
験研究費の額がある場合には、その年分の特別
試験研究費の額に税額控除割合（12％からその
年分の⑴の試験研究費の総額に係る税額控除割
合を控除したものをいいます。）を乗じて計算
した金額（以下「特別研究税額控除限度額」と
いいます。）をその年分の総所得金額に係る所
得税額から控除（税額控除）することができる
というものです（措法10②③）。
この場合の特別研究税額控除限度額は、その
年分の事業所得に係る所得税額の20％相当額
（平成22年及び平成23年の各年分において適用
を受ける場合には、30％相当額）（⑴の試験研
究費の総額に係る税額控除によりその年分の総
所得金額に係る所得税額から控除された金額が
ある場合には、当該控除された金額を控除した
残額）が限度となります。その結果、控除でき
なかった金額は、繰越税額控除限度超過額とし
て１年間の繰越しが認められています（措法10
②後段、③、10の２①）。この繰越税額控除制
度については、⑶をご参照ください。

⑶　繰越税額控除限度超過額に係る税額控除制度

この制度は、青色申告書を提出する個人のそ

の年分（事業を廃止した日の属する年分を除き
ます。）において、繰越税額控除限度超過額を
有する場合には、その年分の事業所得の金額の
計算上必要経費に算入される試験研究費の額が
その年の前年分の事業所得の金額の計算上必要
経費に算入された試験研究費の額を超えている
ことを要件として、その繰越税額控除限度超過
額をその年分の総所得金額に係る所得税額から
控除（税額控除）することができるというもの
です（措法10③）。
繰越税額控除限度超過額とは、個人の前年に

おける⑴の税額控除限度額又は⑵の特別研究税
額控除限度額のうち、⑴又は⑵の税額控除をし
てもなお控除しきれない金額の合計額をいい、
この繰越税額控除限度超過額が、その年分の事
業所得に係る所得税額の20％相当額（平成22年
及び平成23年の各年分において適用を受ける場
合には、30％相当額。以下同じです。）（その年
において⑴又は⑵の控除によりその年分の総所
得金額に係る所得税額から控除された金額があ
る場合には、当該控除された金額を控除した残
額）を超えるときは、当該20%相当額が限度と
なります（措法10③、10の２①）。
また、平成24年において適用を受ける場合に

おいて平成22年に生じた繰越税額控除限度超過
額があるとき、又は平成25年において適用を受
ける場合において平成22年若しくは平成23年に
生じた繰越税額控除限度超過額があるときは、
これらを含めて繰越控除できることとされてい
ます。この場合には、その年分の事業所得に係
る所得税額の30%相当額が限度となります（措
法10の２②二、三）。

⑷　中小企業技術基盤強化税制

この制度は、中小企業者に該当する青色申告
書を提出する個人のその年分（事業を廃止した
日の属する年分を除きます。）の事業所得の金額
の計算上必要経費に算入される試験研究費の額
がある場合に、⑴の試験研究費の総額に係る特
別税額控除制度及び⑵の特別試験研究費の額に
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係る特別税額控除制度の適用に代えて、その試
験研究費の額の12％相当額（以下「中小企業者
税額控除限度額」といいます。）をその年分の総
所得金額に係る所得税額から控除（税額控除）
することができるというものです（措法10④⑤）。
この場合の中小企業者税額控除限度額は、そ
の年分の事業所得に係る所得税額の20％相当額
（平成22年及び平成23年の各年分において適用
を受ける場合には、30％相当額）が限度となり
ます。その結果、控除できなかった金額は、繰
越中小企業者税額控除限度超過額として１年間
の繰越しが認められています（措法10④後段、⑤、
10の２①）。この繰越税額控除制度については、
⑸をご参照ください。

⑸　繰越中小企業者税額控除限度超過額に係る税

額控除制度

この制度は、青色申告書を提出する個人のそ
の年分（事業を廃止した日の属する年分を除き
ます。）において、繰越中小企業者税額控除限
度超過額を有する場合には、その年分の事業所
得の金額の計算上必要経費に算入される試験研
究費の額がその年の前年分の事業所得の金額の
計算上必要経費に算入された試験研究費の額を
超えていることを要件として、その繰越中小企
業者税額控除限度超過額をその年分の総所得金
額に係る所得税額から控除（税額控除）するこ
とができるというものです（措法10⑤）。
繰越中小企業者税額控除限度超過額とは、個
人の前年における⑷の中小企業者税額控除限度
額のうち、⑷の税額控除をしてもなお控除しき
れない金額をいい、この繰越中小企業者税額控
除限度超過額が、その年分の事業所得に係る所
得税額の20％相当額（平成22年及び平成23年の
各年分において適用を受ける場合には、30％相
当額。以下同じです。）（その年において⑷の控
除によりその年分の総所得金額に係る所得税額
から控除された金額がある場合には、当該控除
された金額を控除した残額）を超えるときは、
当該20%相当額が限度となります （措法10⑤、

10の２①）。
また、平成24年において適用を受ける場合に

おいて平成22年に生じた繰越中小企業者税額控
除限度超過額があるとき、又は平成25年におい
て適用を受ける場合において平成22年若しくは
平成23年に生じた繰越中小企業者税額控除限度
超過額があるときは、これらを含めて繰越控除
できることとされています。この場合には、そ
の年分の事業所得に係る所得税額の30%相当額
が限度となります（措法10の２③二、三）。

⑹　試験研究費の増加額に係る特別税額控除額の

上乗せ制度

青色申告書を提出する個人が、平成21年及び
平成22年の各年において、次の①又は②に該当
する場合に、それぞれ①又は②の金額を税額控
除することができるというものです（旧措法10
⑥）。ただし、個人が①と②のいずれにも該当
する場合には、個人の選択によりいずれか１つ
の制度のみ適用することとし、①と②の双方を
同時に適用することはできません（旧措法10⑦）。
なお、この措置により税額控除される金額は、

その年分の事業所得に係る所得税額の10％相当
額が限度となります（旧措法10⑥）。
①�　その年分の事業所得の金額の計算上必要経
費に算入される試験研究費の額が、比較試験
研究費の額を超え、かつ、基準試験研究費の
額を超える場合（旧措法10⑥一）

（注１）�　比較試験研究費の額…適用年前３年以

内の各年分の事業所得の金額の計算上必

要経費に算入される試験研究費の額の合

計額をその適用年前３年以内の各年の年

数で除して計算した金額（措法10⑧六）

（注２）�　基準試験研究費の額…適用年前２年以

内の各年分の事業所得の金額の計算上必

要経費に算入される試験研究費の額のう

ち最も多い額（措法10⑧七）

②�　その年分の事業所得の金額の計算上必要経

（その年分の試験研究費の額 − 比較試験研究費の額 ）×５％（その年分の試験研究費の額 − 比較試験研究費の額 ）×５％
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費に算入される試験研究費の額が平均売上金
額の10％相当額を超える場合（旧措法10⑥二）

（注１）�　平均売上金額…適用年の売上金額及び

適用年前３年以内の各年の年分の売上金

額の合計額をその適用年及び当該各年の

年数で除して計算した金額（措法10⑧八、

措令５の３⑰）

（注２）�　超過税額控除割合：（試験研究費割合−

10％）×0.2

２　改正の内容

上記１⑹の制度の適用期限が２年延長され、平
成24年までの各年分の所得税について適用するこ
ととされました（措法10⑥）。

（その年分の試験研究費の額−
平均売上
金額 ×10％）× 超過税額

控除割合（その年分の試験研究費の額−
平均売上
金額 ×10％）× 超過税額

控除割合

二　エネルギー需給構造改革推進設備を取得した場合の…
特別償却又は所得税額の特別控除制度の改正　　　

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、平成４年４月１
日から平成24年３月31日までの期間（指定期間）
内にエネルギー需給構造改革推進設備の取得又は
製作若しくは建設（以下「取得等」といいます。）
をして、その取得等をした日から１年以内にその
個人の一定の事業の用に供した場合には、そのエ
ネルギー需給構造改革推進設備について、基準取
得価額の30％相当額（以下「特別償却限度額」と
いいます。）の特別償却が認められています（旧
措法10の２の２①）。
また、平成21年４月１日から平成23年３月31日
までの間（特例期間）にエネルギー需給構造改革
推進設備の取得等をした青色申告書を提出する個
人が、その取得等の日から１年以内にその個人の
一定の事業の用に供した場合における特別償却限
度額は、その取得価額からそのエネルギー需給構
造改革推進設備について所得税法の規定により計
算した償却費の額を控除した金額に相当する金額
とされています（旧措法10の２の２⑥）。したが
って、特例期間においては、エネルギー需給構造
改革推進設備について、通常の償却費の額に加え、
取得価額まで特別償却ができる、つまり、その事
業の用に供した日の属する年分において即時償却
できることとされています。
中小企業者に該当する青色申告書を提出する個
人については、指定期間内にエネルギー需給構造

改革推進設備の取得等をして、その取得等をした
日から１年以内にその個人の一定の事業の用に供
した場合において、上記の特別償却の適用を受け
ないときは、そのエネルギー需給構造改革推進設
備について、基準取得価額の７％相当額の税額控
除（その年分の事業所得に係る所得税額の20％を
限度とし、控除できなかった金額については１年
間の繰越しが可能）が認められています（旧措法
10の２の２③④）。

２　改正の内容

制度の適用対象となるエネルギー需給構造改革
推進設備について、次のとおり見直しが行われま
した。

⑴　対象資産の範囲の見直し

本制度の対象資産の範囲について、石油以外
のエネルギー資源の利用に著しく資する機械そ
の他の減価償却資産を化石燃料以外のエネルギ
ー資源の利用に著しく資する機械その他の減価
償却資産とする見直しが行われました（措法10
の２の２①二、措令５の４⑤、旧措令５の４⑥）。
（注）�　化石燃料とは、非化石エネルギーの開発及

び導入の促進に関する法律第２条第１号に規

定する化石燃料をいい、具体的には、原油、

石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並びにこ

れから製造される燃料であって経済産業省令

で定めるものをいいます（経済産業省令につ
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いては、今後公布される予定です。）。また、

化石燃料以外のエネルギー資源とは、太陽光、

風力、水力、地熱、太陽熱、アルコール及び

エネルギー源として利用することができる廃

棄物をいいます。

⑵　対象設備の見直し

エネルギー需給構造改革推進設備のうち、そ
の他の石油代替エネルギー利用設備等について
次のとおり見直しが行われました（平22 .3 . 31
財務省告示第105号）。
（除外）14設備
イ　地方ガス天然ガス化設備
・天然ガス出荷導管
・天然ガス受入導管
・液化天然ガス貯蔵装置
・熱量変更設備
ロ　多品種受入型液化天然ガス貯蔵装置
ハ　天然ガス利用設備
・天然ガス利用工業炉
・天然ガス利用ボイラー
ニ　天然ガスフォークリフト
ホ　廃棄物熱利用設備

ヘ　天然ガス自動車
ト　天然ガス自動車用燃料供給設備
チ　燃料電池自動車
リ　燃料電池自動車用燃料供給設備
ヌ　燃料電池設備

（縮減）１設備
イ　電気自動車

３　適用関係

⑴　上記２⑴の改正は、個人が石油代替エネルギ
ーの開発及び導入の促進に関する法律等の一部
を改正する法律（平成21年法律第70号）の施行
の日以後に取得等をするエネルギー需給構造改
革推進設備について適用し、個人が同日前に取
得等をしたエネルギー需給構造改革推進設備に
ついては従前どおりとされています （改正法附
則53）。
⑵　上記２⑵の改正は、個人が平成22年４月１日
以後に取得又は製作若しくは建設をするエネル
ギー需給構造改革推進設備等について適用し、
個人が同日前に取得又は製作若しくは建設をし
たエネルギー需給構造改革推進設備等について
は従前どおりとされています（改正告示前文）。

三　中小企業者が機械等を取得した場合の特別償却又は…
所得税額の特別控除制度の改正　　　　　　　　　

１　改正前の制度の概要

中小企業者に該当する個人で青色申告書を提出
するものが、平成10年６月１日から平成22年３月
31日までの期間内に、その製作の後事業の用に供
されたことのない特定機械装置等の取得又は製作
をして、その個人の指定事業の用に供した場合に
は、一定の要件の下に、基準取得価額の30％の特
別償却と基準取得価額の７％の特別税額控除（そ
の年分の事業所得に係る所得税額の20％相当額を
限度とし、控除限度超過額については、１年間の
繰越しが認められます。）との選択適用を行うこ
とができることとされています（旧措法10の３①

〜③）。
（注）�　特定機械装置等の範囲は次のとおりです。な

お、（  ）書きは、基準取得価額を示しています。

①�　機械及び装置で、１台又は１基の取得価

額が160万円以上のもの（取得価額）

②�　事務処理の能率化等に資する電子計算機

及びデジタル複写機で、原則として１台又

は１基の取得価額が120万円以上のもの（取

得価額）

③�　次のソフトウエア以外のソフトウエアで、

一のソフトウエアの取得価額が70万円以上

のもの（取得価額）

・複写して販売するための原本
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・開発研究用に使用されるもの

・�サーバー用のOS（オペレーティングシス

テム）

・データベース管理システム

・連携ソフトウエア

・ファイアウォール

④�　貨物の運送の用に供される車両総重量が

3.5トン以上の普通自動車（取得価額） 

⑤�　内航運送業の用に供される船舶（取得価

額×75％）

２　改正の内容

⑴　対象資産（特定機械装置等）の範囲の見直し

本制度の適用対象となるソフトウエアから除
外されるソフトウエアの範囲について、サーバ
ー用の仮想化ソフトウエアの追加等の見直しが
行われました（措規５の８③）。
これらのソフトウエアの具体的な内容は次の
とおりです。
①　サーバー用の仮想化ソフトウエアの追加

二以上のサーバー用のオペレーティングシ
ステムによる一のサーバー用の電子計算機に
対する指令を制御し、その指令を同時に行う
ことを可能とする機能を有するソフトウエア
をいいます。なお、このサーバー用の電子計
算機は、その電子計算機の記憶装置にサーバ
ー用のオペレーティングシステムが書き込ま
れたものに限ることとされています。

②�　不正アクセス防御ソフトウエア（ファイア
ウォールソフトウエアの見直し）
不正アクセスを防御するために、あらかじ
め設定された次の通信プロトコルの区分に応
じそれぞれ次の機能を有するソフトウエアで
あって、インターネットに対応するものをい
います。
イ�　通信路を設定するための通信プロトコル
　その通信プロトコルに基づき、電気通信
信号を検知し、通過させる機能
ロ�　通信方法を定めるための通信プロトコル
　その通信プロトコルに基づき、電気通信
信号を検知し、又は通過させる機能
ハ�　アプリケーションサービスを提供するた
めの通信プロトコル　その通信プロトコル
に基づき、電気通信信号を検知し、通過さ
せる機能

⑵　適用期限の延長

制度の適用期限が平成24年３月31日まで２年
延長されました（措法10の３①）。

３　適用関係

上記２⑴の改正は、個人が平成22年４月１日以
後に取得又は製作をする特定機械装置等について
適用し、個人が同日前に取得又は製作をした特定
機械装置等については従前どおりとされています
（改正措規附則５）。

四　事業基盤強化設備を取得した場合等の特別償却又は所得税…
額の特別控除制度の改正（改正後：事業基盤強化設備等を…
取得した場合等の特別償却又は所得税額の特別控除制度）

１　改正前の制度の概要

この制度は、次の措置で構成されています。

⑴　事業基盤強化設備を取得した場合の特別償却

又は所得税額の特別控除制度

①　制度の概要

青色申告書を提出する個人で次の②に掲げ
るものが、昭和62年４月１日から平成23年３
月31日までの期間（指定期間）内に、②に掲
げる事業基盤強化設備の取得又は製作をして
事業の用に供した場合（貸付けの用に供した
場合を除きます。）には、その取得価額の30
％相当額の特別償却と取得価額の７％相当額
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の税額控除（その年分の事業所得に係る所得
税額の20％相当額を限度とし、繰越税額控除
限度超過額については、１年間の繰越しが認
められます。）との選択適用を行うことがで
きることとされています（旧措法10の４①③
〜⑤）。
②　適用対象者及び事業基盤強化設備
イ�　特定農産加工業経営改善臨時措置法に規
定する特定農産加工業者（中小企業者に限
ります。）で同法の経営改善措置に関する
計画に係る承認を受けた個人…その経営改
善措置に関する計画に定める機械及び装置
ロ�　卸売業又は小売業を営む中小企業者に該
当する個人…機械及び装置並びに器具及び
備品（電子計算機については一定のものに
限ります。）
ハ�　飲食店業（風俗営業に該当するものを除
きます。）を営む中小企業者に該当する個
人で生活衛生関係営業の運営の適正化及び
振興に関する法律の振興計画について認定
を受けた生活衛生同業組合又は生活衛生同
業小組合の組合員であるもの…その振興計
画に定める振興事業の実施に係る器具及び
備品（その飲食店業の基盤の強化に寄与す
る一定のものに限ります。）
ニ�　サービス業でその基盤の強化を通じて消
費の拡大、雇用機会の確保等国民経済の安
定及び発展に資することが必要なものとし
て一定の事業を営む個人（特定旅館業以外
の事業を営む者にあっては、中小企業者に
限ります。）…機械及び装置並びに器具及び
備品でその事業の基盤の強化に寄与する一
定のもの
ホ�　中小企業の新たな事業活動の促進に関す
る法律の承認経営革新計画に従って経営革
新のための事業を行う中小企業者に該当す
る個人（上記イからニまでに掲げる個人に
該当する者を除きます。）…その承認経営革
新計画に定める機械及び装置
ヘ�　中小企業による地域産業資源を活用した

事業活動の促進に関する法律に規定する認
定計画に従って地域産業資源活用事業を行
う中小企業者に該当する個人で同法の確認
を受けたもの（上記イからホまでに掲げる
個人に該当する者を除きます。）…その認定
計画に定める機械及び装置
ト�　中小企業者と農林漁業者との連携による
事業活動の促進に関する法律に規定する認
定農商工等連携事業計画に従って農商工等
連携事業を行う中小企業者に該当する個人
で同法の確認を受けたもの（上記イからヘ
までに掲げる個人に該当する者を除きま
す。）…その認定農商工等連携事業計画に定
める機械及び装置

（注）�　イからトまでの機械及び装置並びに器具

及び備品は、原則として、１台又は１基（通

常１組又は１式をもって取引の単位とされ

るものについては、１組又は１式）の取得

価額が、機械及び装置については280万円以

上、器具及び備品については120万円以上の

ものが適用対象となります。

⑵　教育訓練費の総額に係る税額控除制度

青色申告書を提出する中小企業者に該当する
個人が、平成21年から平成23年までの各年（事
業を廃止した日の属する年を除きます。）にお
いて、その年分の事業所得の金額の計算上必要
経費に算入される労務費の額のうちに教育訓練
費の額の占める割合が0.15％以上である場合に
は、その年分の総所得金額に係る所得税の額か
ら、その教育訓練費の額の８％〜12％に相当す
る金額を控除することができます（措法10の４
⑥）。

２　改正の内容

⑴　中小企業者が取得した情報基盤強化設備等に

係る措置の追加

平成22年度税制改正において、情報基盤強化
設備等を取得した場合の特別償却又は所得税額
の特別控除制度がその適用期限の到来をもって

─ 175 ─



―租税特別措置法（所得税関係の事業所得等の課税の特例等）の改正―

廃止されました（後述五参照）が、そのうち中
小企業者を対象とする措置については、対象設
備について要件を一部見直した上で本制度に情
報基盤強化設備等に係る措置として追加されま
した。
（制度の概要）
①　対象者

適用対象者は、青色申告書を提出する個人
で、製造業その他情報基盤の強化が事業基盤
の強化に資するものとして一定の事業を営む
中小企業者に該当する者です（措法10の４①
五、措令５の６⑥、措規５の９⑥）。
（注）�　一定の事業とは、製造業のほか、建設業、

鉱業、販売業、道路貨物運送業、倉庫業、

港湾運送業、ガス業、小売業、料理店業そ

の他の飲食店業（料亭、バー、キャバレー、

ナイトクラブその他これらに類する事業を

除きます。）、一般旅客自動車運送業、海洋

運輸業及び沿海運輸業、旅行業、こん包業、

郵便業、通信業、損害保険代理業、サービ

ス業（物品賃貸業及び娯楽業（映画業を除

きます。）を除きます。）をいいます。なお、

これらの事業のうち性風俗関連特殊営業に

該当するものは除かれます。

②　対象設備（情報基盤強化設備等）
適用対象となる設備は、情報基盤の強化に
資する次に掲げる減価償却資産です。ただし、
少額の減価償却資産の取得価額の必要経費算
入（所令138）又は一括償却資産の必要経費
算入（所令139）の適用を受けるものを除き
ます（措法10の４①五、措規５の９⑦）。
イ�　基本システム（次に掲げるものをいいま
す。）
イ�　サーバー用のオペレーティングシステ
ム（ソフトウエアの実行をするために電
子計算機の動作を直接制御する機能を有
するソフトウエアのうち、ISO/IEC 
15408認証されたものに限ります。以下
同じです。）
（注）�　ソフトウエアとは、電子計算機に対

する指令であって一の結果を得ること

ができるように組み合わされたものを

いい、複写して販売するための原本及

び新たな製品の製造若しくは新たな技

術の発明又は現に企業化されている技

術の著しい改善を目的として特別に行

われる試験研究の用に供されるものを

除きます。

ロ�　サーバー用の電子計算機（その電子計
算機の記憶装置にサーバー用のオペレー
ティングシステムが書き込まれたものに
限るものとし、これと同時に設置する附
属の補助記憶装置又は電源装置を含みま
す。）
ハ�　サーバー用の仮想化ソフトウエア（二
以上のサーバー用のオペレーティングシ
ステムによる一のサーバー用の電子計算
機（その電子計算機の記憶装置に当該二
以上のサーバー用のオペレーティングシ
ステムが書き込まれたものに限ります。）
に対する指令を制御し、その指令を同時
に行うことを可能とする機能を有するソ
フトウエアのうち、ISO/IEC 15408認証
されたものに限ります。）

ロ�　データベース管理ソフトウエア又はその
データベース管理ソフトウエア及びそのデ
ータベース管理ソフトウエアに係るデータ
ベースを構成する情報を加工する機能を有
するソフトウエア
（注）�　データベース管理ソフトウエアとは、

データベース（数値、図形その他の情報

の集合物であって、それらの情報を電子

計算機を用いて検索することができるよ

うに体系的に構成するものをいいます。）

の生成、操作、制御及び管理をする機能

を有するソフトウエアであって、他のソ

フトウエアに対して当該機能を提供する

もののうち、ISO/IEC 15408認証されたも

のに限ります。

ハ�　連携ソフトウエア（情報処理システム（情
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報処理の促進に関する法律第20条第１項第
５号に規定する情報処理システムをいいま
す。）から指令を受けて、その情報処理シ
ステム以外の情報処理システムに指令を行
うソフトウエアで、次に掲げる機能を有す
るもののうち、ISO/IEC 15408認証された
ものに限ります。）
イ�　日本工業規格X0027に定めるメッセー
ジの形式に基づき日本工業規格X4159に
適合する言語を使用して記述された指令
を受け、これを日本工業規格X573118に
基づき認証する機能
ロ　イの指令を受けた旨を記録する機能
ハ�　指令を行うべき情報処理システムを特
定する機能
ニ�　その特定した情報処理システムに対す
る指令を行うに当たり、その情報処理シ
ステムが実行することができる内容及び
形式に指令の付加及び変換を行い、最適
な経路を選択する機能

ニ�　不正アクセス防御ソフトウエア又は不正
アクセス防御装置のうち、ISO/IEC 15408
認証されたもの（イからハまでに掲げる減
価償却資産のいずれかと同時に設置するも
のに限ります。）
（注１）�　不正アクセス防御ソフトウエアとは、

不正アクセス防御機能を有するソフト

ウエアのうち、インターネットに対応

するものをいい、不正アクセス防御装

置とは、不正アクセス防御機能を有す

る装置のうち、インターネットに対応

するものをいいます。

（注２）�　不正アクセス防御機能とは、不正ア

クセスを防御するために、あらかじめ

設定された次に掲げる通信プロトコル

の区分に応じそれぞれ次に定める機能

をいいます。

①�　通信路を設定するための通信プロ

トコル…ファイアウォール機能（そ

の通信プロトコルに基づき、電気通

信信号を検知し、通過させる機能を

いいます。）

②�　通信方法を定めるための通信プロ

トコル…システム侵入検知機能（そ

の通信プロトコルに基づき、電気通

信信号を検知し、又は通過させる機

能をいいます。）

③�　アプリケーションサービスを提供

するための通信プロトコル…アプリ

ケーション侵入検知機能（その通信

プロトコルに基づき、電気通信信号

を検知し、通過させる機能をいいま

す。）

③　適用対象投資額
個人がその事業の用に供した年の指定期間
内においてその事業の用に供した情報基盤強
化設備等の取得価額の合計額が70万円以上で
ある場合の情報基盤強化設備等について、本
措置の適用を受けることができます（措法10
の４①五、措令５の６②）。

⑵　特定旅館業を営む中小企業者以外の者に係る

措置の除外

上記１⑴の制度（上記１⑴②ニ）の対象から
特定旅館業を営む中小企業者以外の者が除外さ
れました（措法10の４①四、旧措令５の６④⑤）。

⑶　教育訓練費の総額に係る税額控除制度の法定

福利費の見直し

上記１⑵の制度について、平成22年度におけ
る子ども手当の支給に関する法律（平成22年法
律第19号）の制定に伴い、教育訓練費割合の計
算における労務費のうち法定福利費の範囲に、
同法第20条第１項の規定より、子ども手当の一
部として支給される児童手当に係る拠出金が含
まれることとされました（措令５の６⑭五）。

３　適用関係

⑴　上記２⑴の改正は、個人が平成22年４月１日
以後に取得又は製作をする情報基盤強化設備等
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について適用することとされています（改正法
附則54②）。
⑵　上記２⑵の改正は、個人が平成22年４月１日
以後に取得又は製作をする機械及び装置並びに
器具及び備品について適用し、個人が同日前に
取得又は製作をした機械及び装置並びに器具及

び備品については従前どおりとされています
（改正法附則54①）。
⑶　上記２⑶の改正は、個人が平成22年４月１日
以後に支出する拠出金について適用し、個人が
同日前に支出した拠出金については従前どおり
とされています（改正措令等附則10）。

五　情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は…
所得税額の特別控除制度の廃止　　　　　　　　　

六　特定設備等の特別償却制度の改正

１　廃止前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、平成18年４月１
日から平成22年３月31日までの期間（指定期間）
内に、その製作の後事業の用に供されたことのな
い情報基盤強化設備等を取得し、又は情報基盤強
化設備等を製作して、これを国内にあるその個人
の営む事業の用に供した場合（貸付けの用に供し
た場合を除きます。）には、一定の要件の下で、
その事業の用に供した日の属する年分の事業所得
の金額の計算上、その情報基盤強化設備等につい
て、基準取得価額（取得価額の70%相当額）の50
％相当額の特別償却と基準取得価額の10％相当額
の税額控除との選択適用ができることとされてい
ます（旧措法10の６①③）。
ただし、税額控除に関しては、その年分の事業
所得に係る所得税額の20％相当額を限度とし、繰

越税額控除限度超過額については１年間の繰越し
ができることとされています（旧措法10の６④⑤）。

２　改正の内容

この制度については、適用期限（平成22年３月
31日）の到来をもって廃止されました（旧措法10
の６）。なお、中小企業者に係る措置については、
前述四の制度に新たに、中小企業者が取得した情
報基盤強化設備等に係る措置として追加されてい
ます（措法10の４）。

３　適用関係

上記２の改正は、平成22年４月１日前に取得又
は製作をした情報基盤強化設備等については、従
前どおりとされています（改正法附則55）。なお、
繰越税額控除限度超過額の繰越控除に係る措置に
ついては、一定の経過措置が設けられています。

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、指定期間内に、
公害の防止等に資する特定設備等でその製作又は
建設の後事業の用に供されたことのないものの取
得又は製作若しくは建設（以下「取得等」といい
ます。）をして、その特定設備等をその個人の事
業の用に供した場合（所有権移転外リース取引に
より取得したものをその事業の用に供した場合又
は船舶貸渡業を営む個人以外のものが貸付けの用

に供した場合を除きます。）には、その事業の用
に供した日の属する年分の事業所得の金額の計算
上、その特定設備等について、取得価額（公害防
止用設備を中小企業者等以外の個人が取得等をし
た場合には、取得価額の75％相当額）の一定割合
の特別償却を行うことができることとされていま
す（旧措法11①）。
対象となる特定設備等及び特別償却割合は、次
のとおりです。
⑴　公害防止用設備：14％
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⑵　船舶（環境への負荷の低減に資するものに限
ります。）：16％（外航近代化船及び環境への負
荷の低減に著しく資する内航船舶については、
18％）

２　改正の内容

公害防止用設備について、次のとおり見直しが
行われました。
⑴　対象設備から揮発性有機化合物排出抑制設備
及び産業廃棄物処理用設備が除外されました
（措令５の10②、旧措規５の12①、平22 .3 . 31財
務省告示第106号）。
⑵　対象となるPCB汚染物等処理用設備及び石綿
含有廃棄物無害化処理用設備について、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律の規定に基づく
PCB汚染物等又は石綿含有廃棄物の無害化処理
に係る環境大臣の認定を受けた個人がその無害
化処理に使用するものに限ることとされ、これ
らの設備に係る適用期限が平成23年３月31日ま
で１年延長されました（平22 .3 . 31財務省告示
第106号）。

３　適用関係

上記２の改正は、個人が平成22年４月１日以後
に取得等をする特定設備等について適用し、個人
が同日前に取得等をした特定設備等については従
前どおりとされています（改正措令等附則13①、
改正告示前文）。

七　地震防災対策用資産の特別償却制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、指定期間内に、
地震防災対策用資産の取得等をして、これをその
個人の事業の用に供した場合（所有権移転外リー
ス取引により取得した地震防災対策用資産をその
事業の用に供した場合を除きます。）には、次の
とおり、その事業の用に供した日の属する年の事
業所得の金額の計算上、その地震防災対策用資産
について、取得価額の一定割合の特別償却が認め
られています（旧措法11の２①）。
⑴　大規模地震対策特別措置法の地震防災対策強
化地域等内において、緊急地震速報受信装置及
びその関連設備（地震防災対策用資産）を事業
の用に供する個人（地震防災対策を早急に講ず
る必要がある一定の者に限ります。）が、平成
21年４月１日から平成23年３月31日までの間に、
地震防災対策用資産の取得等をして、これをそ
の個人の事業の用に供した場合には、取得価額
の20％の特別償却を行うことができます。
⑵　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定

する特定建築物を有する個人で、その特定建築
物の耐震改修につき同法の規定による所管行政
庁の指示を受けていないものが、平成18年４月
１日から平成22年３月31日までの間に、その耐
震診断により耐震改修が必要とされた特定建築
物の部分について同法の計画の認定を受けた計
画に基づき耐震改修工事を行う場合には、その
耐震改修工事に伴い取得等をする特定建築物の
部分について、その取得価額の10％の特別償却
を行うことができます。

２　改正の内容

上記１⑵の制度については、適用期限（平成22
年３月31日）の到来をもって廃止されました（旧
措法11の２①二）。

３　適用関係

上記２の改正は、個人が平成22年４月１日前に
取得等をした地震防災対策用資産については、従
前どおりとされています（改正法附則57①）。
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１　廃止前の制度の概要

この制度は次の措置で構成されています。

⑴　電気通信利便性充実設備に係る措置

青色申告書を提出する個人で有線テレビジョ
ン放送事業者に該当するものが、平成15年４月
１日から平成22年３月31日までの間に、電気通
信利便性充実設備の取得等をして、これをその
個人が過疎地域等の条件不利地域で行う事業の
用（貸付けの用を除きます。）に供した場合（所
有権移転外リース取引により取得をしたものを
その事業の用に供した場合を除きます。）には、
その事業の用に供した日の属する年分において、
その電気通信利便性充実設備について、取得価
額の５％の特別償却を行うことができます（旧
措法11の４①表一）。
（注）　電気通信利便性充実設備の範囲

・　光伝送装置

・　加入者系光ファイバケーブル

⑵　放送番組制作利便性充実設備に係る措置

青色申告書を提出する個人で放送番組を制作
する事業を営む個人（地域の振興に資する放送
番組を制作する事業を的確に行う能力がある者
として総務大臣が認定した個人に限ります。）が、
平成15年４月１日から平成22年３月31日までの
間に、放送番組制作利便性充実設備の取得等を
して、これをその個人の事業の用（貸付けの用

を除きます。）に供した場合（所有権移転外リ
ース取引により取得をしたものをその事業の用
に供した場合を除きます。）には、その事業の
用に供した日の属する年分において、その放送
番組制作利便性充実設備について、取得価額の
15％の特別償却を行うことができます。
ただし、平成20年４月１日から平成21年３月

31日までの間に取得等をした場合の特別償却割
合は13％、平成21年４月１日から平成22年３月
31日までの間に取得等をした場合の特別償却割
合は10％となります（旧措法11の４①表二）。
（注）　放送番組制作利便性充実設備の範囲

・　デジタル撮像装置

・　デジタル素材伝送装置

・　デジタル副調整設備

・　デジタル記録・再生装置

２　改正の内容

本制度は、適用期限（平成22年３月31日）の到
来をもって廃止されました（旧措法11の４、旧措
令５の13）。

３　適用関係

上記２の改正は、個人が平成22年４月１日前に
取得等をした特定電気通信設備等（電気通信利便
性充実設備及び放送番組制作利便性充実設備）に
ついては、従前どおりとされています（改正法附
則57②）。

九　資源再生化設備等の特別償却制度の廃止

１　廃止前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、平成８年４月１
日から平成22年３月31日までの間に、次に掲げる
資源再生化設備等の取得等をして、これを国内に

あるその個人の事業の用（貸付けの用を除きま
す。）に供した場合（所有権移転外リース取引に
より取得したものをその事業の用に供した場合を
除きます。）には、その事業の用に供した日の属
する年分の事業所得の金額の計算上、その資源再

八　特定電気通信設備等の特別償却制度の廃止
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生化設備等について、取得価額の14％の特別償却
を行うことができます（旧措法11の６①）。
⑴　生物資源を利用した製品を製造するための機
械その他の減価償却資産（食品循環資源の再生
利用等の促進に関する法律に規定する認定計画
に記載された再生利用事業に係る機械その他の
減価償却資産にあっては、製造に関連する機械
その他の減価償却資産を含みます。）で一定の
もの
⑵　再生資源の分別回収を行うための機械その他
の減価償却資産で建設工事に係る資材の再資源
化等に関する法律に規定する特定建設資材廃棄

物の再資源化に資するもので一定のもの

２　改正の内容

本制度は、適用期限（平成22年３月31日）の到
来をもって廃止されました（旧措法11の６、旧措
令６の２、平22 .3 . 31財務省告示第107号）。

３　適用関係

上記２の改正は、個人が平成22年４月１日前に
取得等をした資源再生化設備等については、従前
どおりとされています（改正法附則57③）。

十　特定地域における工業用機械等の特別償却制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、一定期間内に、
特定の地域内において製造等の事業の用に供する
機械及び装置並びに工場用建物等（以下「工業用
機械等」といいます。）の新増設をする場合にお
いて、その新増設に係る工業用機械等の取得等を
して、これをその個人の事業の用に供した場合（所
有権移転外リース取引により取得したものをその
用に供した場合を除きます。）には、その事業の

用に供した日の属する年分の事業所得の金額の計
算上、取得価額の一定割合の特別償却を行うこと
ができます（措法12①）。
なお、対象設備は、一の生産等設備を構成する
工業用機械等の取得価額の合計額が一定金額を超
えるものに限ることとされています（措令６の３
②）。
この制度の対象地区又は地域、特別償却割合、
取得価額要件及び適用期間は、次のとおりとされ
ています（措法12、旧措令６の３）。

対象地区又は地域
特別償却割合

取得価額要件 適  用  期  間
機械等 建物等

①  半島振興対策実施地域 10％ ６％ 2,000万円超 公示の日（昭61 .4 . 1 前である場合には同日）
から25年間

②  過疎地域等
　イ　過疎地域
　ロ　過疎地域に類する地区
　　・離島振興対策実施地域
　　・奄美群島

10％

10％
10％

６％

６％
６％

2,000万円超

2,000万円超
2,000万円超

公示の日から平22 .3 . 31 までの期間

指定の日から平23 .3 . 31 までの期間
指定の日から平23 .3 . 31 までの期間

③  離島振興対策実施地域 10％ ６％ 2,000万円超 公示の日（平5.4 .1 前である場合には同日）
から18年間

④  振興山村 10％ ６％ 2,000万円超 公示の日（平21 .4 . 1 前である場合には同日）
から平23 .3 . 31 までの期間

⑤  沖縄の産業高度化地域 34％ 20％ 1,000万円超 指定の日から平24 .3 . 31 までの期間

⑥  沖縄の自由貿易地域等 50％ 25％ 1,000万円超 指定の日から平24 .3 . 31 までの期間

⑦  沖縄の離島の地域 ― ８％ 1,000万円超 指定の日から平24 .3 . 31 までの期間
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２　改正の内容

上記１の表中②イの過疎地域に係る措置につい
て次のような見直しが行われました。

⑴　対象事業の見直し

本措置の対象事業について、商品又は役務に
関する情報の提供等の業務に係る事業（コール
センター業務に係る事業）が追加されるととも
に、ソフトウエア業が除外されました（措令６
の３⑤）。

⑵　対象地区の追加

過疎地域自立促進特別措置法の一部を改正す
る法律（平成22年法律第３号）では、過疎地域
の要件の追加を行う等の見直しを行った上で法

律の期限が平成28年３月31日まで６年延長され
ました。これに伴い、本措置の対象地区が追加
されました（平22 .4 . 1 総務省・農林水産省・
国土交通省告示第10号）。

⑶　適用期限の延長

本措置の適用期限が平成23年３月31日まで１
年延長されました（措令６の３①一ロ）。

３　適用関係

上記２⑴の改正は、個人が平成22年４月１日以
後に取得等をする工業用機械等について適用し、
個人が同日前に取得等をしたソフトウエア業の用
に供する工業用機械等については従前どおりとさ
れています（改正措令等附則13②）。

十一　障害者を雇用する場合の機械等の割増償却制度の改正

１　改正前の制度の概要

この制度は次の措置で構成されています。
⑴　青色申告書を提出する個人が、昭和48年４月
１日から平成23年３月31日までの期間内の日の
属する各年において障害者を雇用しており、か
つ、その障害者雇用割合が50％（雇用障害者数
が20人以上である場合には、25％）以上である
場合には、その年12月31日において有する機械
及び装置、工場用の建物及びその附属設備並び
に車両及び運搬具（その年又はその年の前年以
前５年内の各年において取得等をしたもの（所
有権移転外リース取引により取得したものを除
きます。）に限ります。）について、普通償却額
の24％（工場用の建物及びその附属設備につい
ては、32％）の割増償却を行うことができます
（措法13①）。
⑵　青色申告書を提出する個人で一般乗合旅客自
動車運送事業又は一般貸切旅客自動車運送事業
を営むものが、平成10年４月１日から平成22年
３月31日までの間に、障害者対応設備等の取得

又は製作をして、これらの事業の用に供した場
合（所有権移転外リース取引により取得した障
害者対応設備等をその事業の用に供した場合を
除きます。）には、その事業の用に供した年に
おいて基準取得価額（取得価額の40%相当額）
の20％の特別償却を行うことができます（措法
13③）。

２　改正の内容

⑴　障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改
正に伴い、上記１⑴の措置の障害者雇用割合の
算定の基礎となる従業員の総数について短時間
労働者数に２分の１を乗じた数を、雇用障害者
数について身体障害者又は知的障害者である短
時間労働者数に２分の１を乗じた数をそれぞれ
加えることとされました（措法13⑤三、措令６
の６⑤、⑥三、措規５の19②）。　
（注）�　短時間労働者とは、障害者の雇用の促進等

に関する法律第43条第３項に規定する短時間

労働者をいい、具体的には週所定労働時間20

時間以上30時間未満の者をいいます。
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⑵　本制度（上記１⑴及び⑵の措置）の障害者の
うち身体障害者手帳の所持者の範囲に肝臓の機
能の障害を有する者が含まれることになりまし
た。この改正は、身体障害者福祉法施行令等の
一部を改正する政令（平成21年政令第298号）
における身体障害者福祉法施行令の一部改正
（平成22年４月１日施行）により行われています。
⑶　上記１⑵の措置の適用期限が、平成23年３月
31日まで１年延長されました（措法13③）。

３　適用関係

上記２⑴の改正は、平成22年分以後の所得税に
ついて適用し、平成21年分以前の所得税について
は従前どおりとされています（改正法附則43）。
なお、個人が平成22年７月１日以前に死亡し、又
は事業の全部を譲渡し、若しくは廃止した場合の
雇用障害者数の計算については、従前どおりとさ
れています（改正法附則57④、改正措令等附則13
③）。

十二　支援事業所取引金額が増加した場合の
　　３年以内取得資産の割増償却制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人が、平成21年から平
成25年までの各年において、障害者自立支援法に
規定する就労移行支援を行う事業所等（以下「障
害者就労支援事業所」といいます。）に対して資
産を譲り受け、又は役務の提供を受けた対価とし
て支払った金額（以下「支援事業所取引金額」と
いいます。）がある場合において、その年におけ
る支援事業所取引金額の合計額がその年の前年に
おける支援事業所取引金額の合計額を超えるとき
は、その超える金額を限度として、その年の12月
31日において有する減価償却資産でその事業の用
に供されているもののうちその年又はその年の前
年若しくは前々年において取得等をしたもの（所
有権移転外リース取引により取得したものを除き
ます。以下「３年以内取得資産」といいます。）
について、普通償却額の30％相当額（以下「特別
償却限度額」といいます。）の割増償却を行うこ
とができます（措法13の２①②）。

２　改正の内容

⑴　障害者の雇用の促進等に関する法律の一部改

正に伴い、障害者就労支援事業所の判定要件に
おける労働者に短時間労働者が追加され、障害
者数、障害者雇用割合及び重度障害者等割合の
算定に当たっては、短時間労働者についてその
数の２分の１を乗じた数を加えることとされま
した（措令６の７①五、措規５の20①）。
（注）�　短時間労働者とは、障害者の雇用の促進等

に関する法律第43条第３項に規定する短時間

労働者をいい、具体的には週所定労働時間20

時間以上30時間未満の者をいいます。

⑵　本制度の障害者のうち身体障害者手帳の所持
者の範囲に肝臓の機能の障害を有する者が含ま
れることになりました。この改正は、身体障害
者福祉法施行令等の一部を改正する政令（平成
21年政令第298号）における身体障害者福祉法
施行令の一部改正（平成22年４月１日施行）に
より行われています。

３　適用関係

上記の改正は、平成23年分以後の所得税につい
て適用し、平成22年分以前の所得税については、
なお従前の例によることとされています（改正措
令等附則13④）。
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１　改正前の制度の概要

個人の有する減価償却資産がその年において次
に掲げる規定のうち二以上の規定の適用を受ける
ことができるものである場合には、当該減価償却
資産については、これらの規定のうちいずれか一
の規定のみを適用することとされています（措法
19、措令10）。
⑴　措法第10条の２の２から第10条の６まで又は
第11条から第15条までの規定
⑵　⑴に掲げる規定のほか、減価償却資産に関す

る特例を定めている次に掲げる規定
①�　所得税法等の一部を改正する法律（平成16
年法律第14号）附則第25条第２項、第５項、
第７項、第９項、第11項又は第13項の規定に
よりなおその効力を有するものとされる同法
第７条の規定による改正前の租税特別措置法
第11条の５、第12条（第１項の表の第１号に
係る部分に限る。）、第13条の３（第１項第３
号に係る部分に限る。）、第14条（第１項に係
る部分に限る。）、第14条の２又は第15条の規
定

十四　特別償却等に関する複数の規定の不適用制度の改正

十三　優良賃貸住宅の割増償却制度の改正

１　改正前の制度の概要

この制度は次の措置で構成されています。

⑴　中心市街地優良賃貸住宅の割増償却

個人が、中心市街地における市街地の整備改
善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法
律の一部を改正する等の法律の施行の日（平成
18年８月22日）から平成22年３月31日までの間
に、中心市街地の活性化に関する法律の認定計
画に基づき建築される一定の賃貸住宅の取得又
は新築をして、これを賃貸の用に供した場合（所
有権移転外リース取引により取得したものを賃
貸の用に供した場合を除きます。）には、その
賃貸の用に供した日から５年間、普通償却額の
36％（耐用年数が35年以上のものについては、
50％）相当額の割増償却が認められています（旧
措法14①）。

⑵　高齢者向け優良賃貸住宅の割増償却

個人が、高齢者の居住の安定確保に関する法
律の施行の日（平成13年８月５日）から平成23
年３月31日までの間に、高齢者向け優良賃貸住

宅の取得又は新築をして、これを賃貸の用に供
した場合（所有権移転外リース取引により取得
したものを賃貸の用に供した場合を除きます。）
には、その賃貸の用に供した日から５年間、一
定の認定支援施設と一体として整備が行われた
支援施設一体型高齢者向け優良賃貸住宅及び認
定支援施設については普通償却額の40％（耐用
年数が35年以上のものについては、55％）、そ
れ以外の高齢者向け優良賃貸住宅については20
％（耐用年数が35年以上のものについては、28
％）相当額の割増償却が認められています（措
法14②）。

２　改正の内容

上記１⑴の中心市街地優良賃貸住宅の割増償却
制度については、その適用期限（平成22年３月31
日）の到来をもって廃止されました（旧措法14①）。

３　適用関係

上記２の改正は、個人が平成22年４月１日前に
取得又は新築をした中心市街地優良賃貸住宅につ
いては、従前どおりとされています（改正法附則
57⑤、改正措令等附則13⑤）。
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②�　所得税法等の一部を改正する法律（平成17
年法律第21号）附則第18条第７項、第９項、
第11項、第12項又は第16項の規定によりなお
その効力を有するものとされる同法第５条の
規定による改正前の租税特別措置法第13条の
２ （第１項第１号に係る部分に限る。）、第13
条の３（第１項第２号に係る部分に限る。）、
第14条（第１項に係る部分に限る。）、第14条
の２（第２項第２号に係る部分に限る。）又
は第15条の規定
③�　所得税法等の一部を改正する等の法律（平
成18年法律第10号）附則第83条第８項、第９
項又は第11項の規定によりなおその効力を有
するものとされる同法第13条の規定による改
正前の租税特別措置法第13条の３（第１項第
３号に係る部分に限る。）、第13条の４又は第
14条（第１項に係る部分に限る。）の規定
④�　所得税法等の一部を改正する法律（平成19
年法律第６号）附則第70条第11項、第14項又

は第18項の規定によりなおその効力を有する
ものとされる同法第12条の規定による改正前
の租税特別措置法第12条の３（第１項に係る
部分に限る。）、第13条の３又は第14条（第２
項に係る部分に限る。）の規定
⑤�　所得税法等の一部を改正する法律（平成21
年法律第13号）附則第27条第６項、第10項又
は第12項の規定によりなおその効力を有する
ものとされる同法第５条の規定による改正前
の租税特別措置法第12条（第１項の表の第１
号ニに係る部分に限る。）、第14条（第２項に
係る部分に限る。）又は第14条の２の規定

２　改正の内容

平成22年度の税制改正において、中心市街地優
良賃貸住宅の割増償却制度（旧措法14①）が廃止
されたこと等に伴い、この特別償却等に関する複
数の規定の不適用制度の規定の整備が行われまし
た（措法19、措令10）。

十五　金属鉱業等鉱害防止準備金制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人で採掘権者又は租鉱
権者であるものが、昭和49年から平成22年までの
各年において、金属鉱業等における坑道、集積場
（以下「特定施設」といいます。）の使用の終了後
における鉱害防止の費用の支出に備えるため、そ
の特定施設ごとに、その特定施設につきその年に
おいて金属鉱業等鉱害対策特別措置法の規定によ
り独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構

に鉱害防止積立金として積み立てた金額に相当す
る金額以下の金額を金属鉱業等鉱害防止準備金と
して積み立てたときは、その年分の事業所得の金
額の計算上、必要経費に算入することが認められ
ています（旧措法20）。

２　改正の内容

本制度の適用期限が２年延長され、平成24年ま
での各年分の所得税について適用することとされ
ました（措法20①）。

十六　特定廃棄物最終処分場に係る特定災害防止準備金制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人で一般廃棄物処理施
設又は産業廃棄物処理施設の設置の許可を受けた
ものが、平成10年６月17日から平成22年３月31日

までの期間内の日の属する各年において、特定廃
棄物最終処分場の埋立処分の終了後における維持
管理に要する費用の支出に備えるため、その特定
廃棄物最終処分場ごとに、その特定廃棄物最終処
分場につきその年において廃棄物の処理及び清掃
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十七　探鉱準備金制度の改正

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する個人で鉱業を営むものが、
昭和40年４月１日から平成22年３月31日までの期
間内の日の属する各年において、探鉱のための地
質調査、地震探鉱・重力探鉱その他これらに類す
る探鉱、探鉱のためのボーリング又は鉱量が推定
されていない鉱床につき鉱量を推定するための坑
道の掘削に要する費用（新鉱床探鉱費といいま
す。）の支出に備えるため、一定の金額を探鉱準

備金として積み立てたときは、その積み立てた金
額は、その年分の事業所得の金額の計算上、必要
経費に算入することが認められています（旧措法
22）。

２　改正の内容

本制度の適用期限が、平成25年３月31日の属す
る年（平成25年）まで３年延長されました（措法
22①）。

十八　中小企業者の少額減価償却資産の取得価額の…
必要経費算入の特例制度の改正　　　　　

１　改正前の制度の概要

青色申告書を提出する中小企業者に該当する個
人が、平成18年４月１日から平成22年３月31日ま
での間に取得等をし、かつ、その個人の不動産所
得、事業所得又は山林所得を生ずべき業務の用に
供した少額減価償却資産（取得価額が30万円未満
であるものをいいます。）については、その取得
価額に相当する金額を、その個人のその業務の用
に供した年分の不動産所得の金額、事業所得の金
額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入
することが認められています（旧措法28の２）。

この場合において、取得等をした少額減価償却資
産については、その取得価額の全額について必要
経費に算入することができますが、その年に取得
等をした少額減価償却資産の取得価額の合計額が
300万円を超えるときは、その取得価額の合計額
のうち300万円に達するまでの少額減価償却資産
の取得価額の合計額を限度とすることとされてい
ます（旧措法28の２①後段）。

２　改正の内容

本制度の適用期限が、平成24年３月31日まで２
年延長されました（措法28の２①）。

に関する法律の規定により独立行政法人環境再生
保全機構に維持管理積立金として積み立てた金額
に相当する金額以下の金額を特定災害防止準備金
として積み立てたときは、その積み立てた金額は、
その年分の事業所得の金額の計算上、必要経費に
算入することが認められています（旧措法20の３）。

２　改正の内容

本制度の適用期限が、平成24年３月31日の属す
る年（平成24年）まで２年延長されました（措法
20の３①）。
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